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【別冊〔中小企業融資編〕 検証ポイント ５．⑵ ニ】 

（８－26）本項目については、中小企業の資金繰りを支援するための時限的な措置

なのでしょうか。 

（答） 

本項目は、中小企業の資金繰り支援のための臨時的・時限的な措置ではなく、

大企業と比べてリストラの余地も小さく、経営改善に時間がかかることが多いと

いう中小企業の特性を踏まえた恒久的な措置です。 

 

 

【別冊〔中小企業融資編〕 検証ポイント ５．⑵ ニ】 

（８－27）本項目の対象となる中小企業の範囲について、客観的な基準は定められ

ていませんが、金融機関の自己査定基準の中で、対象となる中小企業の範

囲について、数値基準を定める必要がありますか。 

（答） 

１．中小企業の範囲（定義）について、例えば中小企業基本法では資本の額や従業

員数等に基づく数値基準を定めていますが、本マニュアルではこうした数値基準

を定めていません。 

 

２．これは、中小企業の特性を踏まえ、その経営実態を適切に把握するためには、

数値基準に該当するか否かではなく、当該企業が本マニュアルに記載する中小企

業の特性を有しているか否かという実態により判断することが適切と考えられる

ためです。 

 

３．したがって、対象となる中小企業の範囲について、その経営実態にかかわらず、

資本の額や従業員数等の外形的な数値による基準を定めることは適切でないと考

えられます。 

 

 

【別冊〔中小企業融資編〕 検証ポイント ５．⑵ ニ】 

（８－28）合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画が策定されており、卒業基準

を満たしている（貸出条件緩和債権に該当しない）ことが明らかな債務者に

ついても、そもそも債務者に有利となる取決めか（基準金利が適用される場

合と実質的に同等の利回りが確保されているか）につき検討しなければなら

ないのですか。 

（答） 

１．貸出条件緩和債権の要件である「債務者に有利となる取決めを行った貸出金」

について、監督指針では「基準金利が適用される場合と実質的に同等の利回りが

確保されていない債権が考えられる」と記載しています。したがって、基準金利
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が適用される場合と実質的に同等の利回りが確保されていれば、貸出条件緩和債

権には該当しないことになります。 

一方、基準金利が適用される場合と実質的に同等の利回りが確保されていなく

ても、卒業基準を満たしていれば貸出条件緩和債権には該当しないことになりま

す。 

つまり、「卒業基準を満たしているか」、「基準金利が適用される場合と実質的に

同等の利回りが確保されているか」という２つの要件のうち、どちらか一つを満

たしていれば貸出条件緩和債権には該当しないことになります。また、検討の際、

どちらかを先に検討しなくてはいけないということはありません。 

（注）平成 20 年 11 月の監督指針改定により、貸出条件緩和債権の卒業基準であ

る「実現可能性の高い抜本的な経営再建計画」の要件から、「計画を踏まえた

信用リスクの低下及び計画の不確実性を加味した基準金利が適用される場合

と実質的に同等の利回りが確保されていると見込まれること」との記載が削

除されています。したがって、卒業基準を満たしているかを検討する際には、

金利水準の検討を行う必要はなくなっています。 

 

２．ただし、条件変更を行った時点で基準金利が適用される場合と実質的に同等の

利回りが確保されていれば、その後、基準金利が適用される場合と実質的に同等

の利回りが確保できなくなったからといって貸出条件緩和債権に該当することは

ありませんが、条件変更を行った時点で卒業基準を満たす計画が策定されていて

も、進捗状況が計画を大幅に下回るなどして卒業基準を満たさなくなった場合に

は、貸出条件緩和債権に該当する可能性があることに留意して下さい。 

（注）進捗状況が計画を大幅に下回った場合、債務者区分が破綻懸念先にランクダ

ウンする可能性も十分に考えられます。 

 

 

【別冊〔中小企業融資編〕 検証ポイント ５．⑵ ニ】 

（８－29）合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画については、「金融機関の再建

支援を要せず、自助努力により事業の継続性を確保することが可能となる場

合」は計画終了時点における債務者区分が要注意先でも差し支えないとされ

ていますが、これは具体的にどのような状態を指すのでしょうか。 

（答） 

１．一般に、中小企業はキャッシュフローに問題が生じない限り、事業の継続性を

確保できる場合が多い一方で、キャッシュフロー不足から経営破綻するケースも

少なくありません。したがって、「自助努力により事業の継続性を確保することが

可能」とは、企業の自助努力によりキャッシュフローが確保できていることが前

提となります。 
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２．「金融機関の再建支援」については、金融機関が融資先企業のキャッシュフロー

を支援するため、償還条件や金利等の貸出条件について、同程度の信用リスク・

資金使途の融資と比べて、明らかに有利な条件で融資をしている場合等が考えら

れます。なお、この際、同程度の信用リスク・資金使途の融資の平均的な条件と

比べて少しでも有利な条件であれば、直ちに「金融機関の再建支援」と捉える必

要はありません。同程度の信用リスク・資金使途の融資であっても、融資条件は

一定の幅があると考えられますが、この一定の幅を明らかに超えていると判断さ

れる場合には、「金融機関の再建支援」に該当すると考えられます。 

（注）計画終了時に貸出条件を緩和した債権が残存しているからといって、直ち

に金融機関の再建支援を受けていると判断する必要はありません。例えば、上

記の一定の幅の範囲内で条件緩和（リスケ等）を行った場合には、金融機関の

再建支援を受けていると捉える必要はありません。 

 

３．したがって、例えば、計画終了時点で、キャッシュフローは十分あり、金融機

関の再建支援を受けることなく、約定どおりに返済を行うことは可能であるが、

債務超過の解消には更に一定の時間が必要であることから、債務者区分は要注意

先にとどまることが想定されるような経営改善計画については、卒業基準を満た

すと判断できる可能性が高いと考えられます。 

 

 

【別冊〔中小企業融資編〕 検証ポイント ５．⑵ ニ】 

（８－30）条件変更の時点では、経営改善計画が策定されていなかったが、その後

合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画を策定した場合には、卒業基準を

満たすと判断して差し支えないでしょうか。また、条件変更の時点では、合

理的かつ実現可能性の高い経営改善計画の要件を満たさない計画が策定され

ており、その後の状況の変化により、要件を満たすようになった場合も、卒

業基準を満たすと判断して差し支えないでしょうか。 

（答） 

１．合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画が策定されているかどうかは、自己

査定の都度、その時点での材料を基に判断を行うことになります。したがって、

条件変更を行った時点で経営改善計画が策定されていない、あるいは条件変更を

行った時点の経営改善計画が合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画の要件を

満たしていない場合であっても、資産査定の時点で合理的かつ実現可能性の高い

経営改善計画の要件を満たす計画が策定されていれば、卒業基準を満たすことに

なります。 

 

２．なお、合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画の要件のうち、計画期間につ

いては、計画が策定されてから終了するまでの期間ではなく、自己査定を行った
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時点から計画が終了するまでの期間で判断します。 

 

 

【別冊〔中小企業融資編〕 検証ポイント ５．⑵ ニ】 

（８－31）債務者である中小企業が経営改善計画を策定していない場合でも、今後

の経営改善の見込みがあれば計画が策定されている場合と同じように取り扱

うとのことですが、経営改善の見込みはどのように判断すればいいのです

か。 

（答） 

１．中小企業は大企業のように大部で精緻な経営改善計画を策定できない場合が多

いと考えられます。また、経営改善への取組みがどのように財務内容や収益力の

向上につながるか数値面での分析ができない、あるいは経営改善のために具体的

に何をすべきか分からないといった場合も考えられます。 

 

２．したがって、債務者自身が経営改善計画を策定していない場合であっても、今

後の経営改善が見込まれる場合には、経営改善計画が策定されている場合と同じ

ように取り扱うこととしています。 

例えば、経営改善への取組みがどのように財務内容や収益力の向上につながる

か数値面での分析ができないため、債務者が経営改善計画を策定できない場合に

は、債務者に代わって金融機関がこれを分析することも認められます。また、債

務者が経営改善のために具体的に何をすべきか分からない場合には、金融機関が

経営改善の助言・指導を行い、債務者と協力して経営改善に向けた取組み方針を 

策定し、これに基づく経営改善の見込みについて分析を行うことも認められます。 

 

３．一般に、経営改善のためには、収益力の向上が必要と考えられますが、収益力

の向上のためには、売上の増加や費用の削減が必要です。また、経営が改善する

までの間のキャッシュフローが確保されることが前提となります。 

したがって、経営改善見込みの分析にあたっては、①経営が改善するまでの間

のキャッシュフローが確保されているか、②例えば、今後の資産売却予定、役員

報酬や諸経費の削減予定、新商品等の開発計画や収支改善計画等、何らかの売上

増加や費用削減のための具体的な取組みが行われており、それにより収益力が向

上し、経営改善期間終了後も自助努力で事業の継続性が確保できるようになるか、

といった観点からの分析が重要になると考えられます 

 

４．なお、分析にあたっては、財務内容や収益力がどのように改善していくのかに

ついて精緻な見積りを行う必要まではありませんが、単に改善するという定性的

な評価だけでなく、収益等の数値目標を合理的に見積もることが必要です。また、

この数値目標については、金融機関と債務者と認識を共有する必要があります。 
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５．いずれにせよ、経営改善は債務者である中小企業が主体的に取り組むものです。

その上で、金融機関が必要に応じ適切に支援するなど、双方の密接なコミュニケ

ーションにより経営改善を図って行くことが望まれます。 

 
 
【別冊〔中小企業融資編〕 検証ポイント ５．⑵ ニ】 

（８－32）経営改善計画の進捗状況が大幅に下回っている場合には合理的かつ実現

可能性の高い経営改善計画と取り扱わないとありますが、進捗状況の判定は

どのように行うのでしょうか。 

（答） 

１．経営改善計画の進捗状況については、地域密着型金融、信用リスク管理の観点

からは、日常的なコミュニケーションを通じて適時に把握することが望ましいと

考えられますが、実際には、計画の実績、債務者の状況、当該金融機関と債務者

の関係（メイン先か）、債権額、債務者が売上高等の計数を取りまとめる頻度など

により、求められるモニタリングの頻度が異なると考えられます。いずれにせよ、

資産査定の際には、直近の売上高、当期利益等の状況も踏まえつつ、進捗状況を

分析する必要があります。 

 

２．なお、合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画の進捗状況が大幅に下回って

いる場合（売上高等及び当期利益が事業計画に比して概ね８割以上確保できない

場合等）については、数値だけをもって計画は失敗した（卒業基準を満たさな

い）と判断するのではなく、計画を下回った要因について分析するとともに、今

後の経営改善の見通し等を検討する必要があります。 

 

３．その結果、①下回った要因が一時的かつ外部的な影響によるものであった、②

何らかの問題があったが既に十分な対応を行っている、などにより今後の経営改

善の見通しに特段の問題がないのであれば、卒業基準を満たしていると判断して

差し支えありません。 

 
 
【別冊〔中小企業融資編〕 検証ポイント ５．⑵ ニ】 

（８－33）当初策定した経営改善計画が計画どおり進まなかったため、計画を見直

した場合、見直した計画が合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画の要件

を満たせば、卒業基準を満たしていると判断して差し支えないでしょうか。 

（答） 

１．当初策定した経営改善計画について、計画を見直した場合であっても、見直し

後の計画が合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画の要件を満たすのであれば、
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卒業基準を満たしていると判断して差し支えありません。 

 
２．ただし、実現可能性を十分検討することなく、一見すると合理的かつ実現可能

性の高い経営改善計画の要件を満たすような計画を策定し、うまくいかなければ

計画を見直すといったプロセスを繰り返した場合には、金融機関による見通し・

実現可能性の判断の適切性に疑義が生じることになると考えられます。 

 
 
【別冊〔中小企業融資編〕 検証ポイント ５．⑵ ニ】 

（８－34）中小企業が、計画期間が５年を超え概ね 10 年以内となっている経営改善

計画を策定した場合、当該計画が順調に推移していることが確認できなけれ

ば、合理的かつ実現可能性の高い経営改善計画と認められないのでしょう

か。 

（答） 

１．字義どおりの解釈としては、進捗状況の確認が必要となりますが、実務上の対

応として、当面、計画期間が５年を超え概ね 10 年以内となっている場合であって

も、明らかに達成困難と認められなければ、策定直後であっても合理的かつ実現

可能性の高い経営改善計画とみなして差し支えない旨、検査官に対して指示して

います。 

 

２．なお、計画の進捗状況を確認した結果、実績が計画を大幅に下回っており、今

後も計画通りに推移するとの見通しが立たない場合は、卒業基準を満たさないと

判断することになります。 

 
 
【別冊〔中小企業融資編〕 検証ポイント ５．⑵ ニ】 

（８－38）本項目の追加により、中小企業については「要管理先」と「その他要注

意先」が従来とは異なる基準で判断されることになりますが、貸倒引当金の

算出に用いる予想損失率について、過去に遡って貸倒実績率や倒産確率を再

計算する必要があるのでしょうか。 

（答） 

１．過去に遡って貸倒実績率や倒産確率を再計算することは実務上困難と考えられ

ることから、本項目を反映した「要管理先」、「その他要注意先」の貸倒実績率や

倒産確率が算出されるまでの間は、従来の基準に基づく貸倒実績率等を用いて引

当を行っても差し支えないと考えています。 

   
２．また、平成21年３月期の決算では、本項目の追加により要管理先からその他要

注意先にランクアップする債務者に対する貸倒引当金の戻入れが一定程度発生す
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る可能性がありますが、これは合理的な算出方法を行っている限り、そのこと自

体を問題視する必要はないと考えています。 

 


